
育児・介護休業法の 
改正について 

平成２８年１０月１２日 
厚生労働省雇用均等・児童家庭局 

職業家庭両立課 



仕事と介護の両立 

○ 家族の介護や看護による離職者数の推移をみると、離職者数は増減を繰り返しているものの、それに占める男性の割
合は増加傾向にあることが分かる。 

○ 介護をしている雇用者のうち介護休業を取得した人の割合をみると、3.2％となっており、性別でみると女性2.9％、男性
3.5％となっている。年齢階級別にみると、「45～49歳」の取得割合が最も高く、次に「50～54歳」となっている。 

【家族の介護・看護を理由とする離職者数の推移】 【介護をしている雇用者に占める介護休業取得者割合】 

資料出所：総務省統計局「就業構造基本調査」（平成19年、平成24年） 
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資料出所：総務省統計局「就業構造基本調査」（平成24年） 
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2-3-22,28,34

		介護休業制度

								（％）				総務省「就業構造基本調査」第203表、第205表 ソウムショウ シュウギョウ コウゾウ キホン チョウサ ダイ ヒョウ ダイ ヒョウ

		介護をしている
雇用者 カイゴ コヨウシャ		介護休業
取得者 カイゴ キュウギョウ シュトクシャ														（人） ニン

						女性 ジョセイ		男性 ダンセイ						男女計 ダンジョ ケイ		女性 ジョセイ		男性 ダンセイ

		100.0		3.2		2.9		3.5				介護をしている雇用者 カイゴ コヨウシャ		2,399,300		1,372,300		1,026,900

				(100.0)		(52.8)		(47.2)				介護休業制度 カイゴ キュウギョウ セイド		75,700		40,000		35,700

												介護休暇制度 カイゴ キュウカ セイド		55,400		30,000		25,400

												短時間勤務制度 タンジカン キンム セイド		56,200		41,900		14,300

		介護休暇制度 キュウカ																（％）

								（％）						男女計 ダンジョ ケイ		女性 ジョセイ		男性 ダンセイ		（取得者の男女比） シュトクシャ ダンジョヒ				（％）

		介護をしている
雇用者 カイゴ コヨウシャ		介護休暇
取得者 カイゴ キュウカ シュトクシャ								介護をしている雇用者 カイゴ コヨウシャ		100.0		100.0		100.0		男女計 ダンジョ ケイ		女性 ジョセイ		男性 ダンセイ

						女性 ジョセイ		男性 ダンセイ				介護休業制度 カイゴ キュウギョウ セイド		3.2		2.9		3.5		100.0		52.8		47.2

		100.0		2.3		2.2		2.5				介護休暇制度 カイゴ キュウカ セイド		2.3		2.2		2.5		100.0		54.2		45.8

				(100.0)		(54.2)		(45.8)				短時間勤務制度 タンジカン キンム セイド		2.3		3.1		1.4		100.0		74.6		25.4

		短時間勤務制度 タンジカン キンム セイド

								（％）

		介護をしている
雇用者 カイゴ コヨウシャ		短時間勤務
制度利用者 タンジカン キンム セイド リヨウシャ

						女性 ジョセイ		男性 ダンセイ

		100.0		2.3		3.1		1.4

				(100.0)		(74.6)		(25.4)
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2-3-23,29,35

		年齢階級別制度別利用者割合 ネンレイ カイキュウ ベツ セイド ベツ リヨウシャ ワリアイ

		総務省「就業構造基本調査」第205表 ソウムショウ シュウギョウ コウゾウ キホン チョウサ ダイ ヒョウ

										（人） ニン								（％）

				介護休業制度 カイゴ キュウギョウ セイド		短時間勤務制度 タンジカン キンム セイド		介護休暇制度 カイゴ キュウカ セイド		その他の制度 タ セイド		介護休業取得者 カイゴ キュウギョウ シュトク モノ		短時間勤務
制度利用者 タンジカン キンム セイド リヨウ モノ		介護休暇取得者 カイゴ キュウカ シュトク モノ		介護のためのその他の制度を利用した雇用者 カイゴ タ セイド リヨウ コヨウシャ

		総数 フサ カズ		75,700		56,200		55,400		196,500		100.0		100.0		100.0		100.0

		30歳未満 サイ ミマン		1,400		1,300		500		8,300		1.8		2.3		0.9		4.2

		30～39歳		7,300		3,600		5,800		15,200		9.6		6.4		10.5		7.7

		40～44歳 サイ		6,300		4,900		6,000		12,000		8.3		8.7		10.8		6.1

		45～49歳 サイ		13,200		6,000		7,100		16,600		17.4		10.7		12.8		8.4

		50～54歳 サイ		17,900		11,300		11,800		33,800		23.6		20.1		21.3		17.2

		55～59歳 サイ		16,600		13,400		13,200		39,600		21.9		23.8		23.8		20.2

		60～64歳 サイ		10,200		10,100		7,800		41,200		13.5		18.0		14.1		21.0

		65～69歳 サイ		2,000		3,200		2,100		18,500		2.6		5.7		3.8		9.4

		70歳以上		800		2,600		900		11,300		1.1		4.6		1.6		5.8



30歳未満	

介護休業取得者	短時間勤務
制度利用者	介護休暇取得者	介護のためのその他の制度を利用した雇用者	1.8494055482166447	2.3131672597864767	0.90252707581227432	4.2239185750636139	30～39歳	

介護休業取得者	短時間勤務
制度利用者	介護休暇取得者	介護のためのその他の制度を利用した雇用者	9.6433289299867901	6.4056939501779357	10.469314079422382	7.7353689567430024	40～44歳	

介護休業取得者	短時間勤務
制度利用者	介護休暇取得者	介護のためのその他の制度を利用した雇用者	8.3223249669749002	8.7188612099644125	10.830324909747292	6.1068702290076331	45～49歳	

介護休業取得者	短時間勤務
制度利用者	介護休暇取得者	介護のためのその他の制度を利用した雇用者	17.437252311756936	10.676156583629894	12.815884476534295	8.4478371501272278	50～54歳	

介護休業取得者	短時間勤務
制度利用者	介護休暇取得者	介護のためのその他の制度を利用した雇用者	23.645970937912814	20.106761565836297	21.299638989169676	17.201017811704837	55～59歳	

介護休業取得者	短時間勤務
制度利用者	介護休暇取得者	介護のためのその他の制度を利用した雇用者	21.92866578599736	23.843416370106763	23.826714801444044	20.152671755725191	60～64歳	

介護休業取得者	短時間勤務
制度利用者	介護休暇取得者	介護のためのその他の制度を利用した雇用者	13.474240422721268	17.971530249110319	14.079422382671481	20.966921119592875	65～69歳	

介護休業取得者	短時間勤務
制度利用者	介護休暇取得者	介護のためのその他の制度を利用した雇用者	2.6420079260237781	5.6939501779359425	3.790613718411552	9.4147582697201013	70歳以上	





介護休業取得者	短時間勤務
制度利用者	介護休暇取得者	介護のためのその他の制度を利用した雇用者	1.0568031704095113	4.6263345195729535	1.6245487364620936	5.7506361323155213	





30歳未満	

介護休業取得者	1.8494055482166447	30～39歳	

介護休業取得者	9.6433289299867901	40～44歳	

介護休業取得者	8.3223249669749002	45～49歳	

介護休業取得者	17.437252311756936	50～54歳	

介護休業取得者	23.645970937912814	55～59歳	

介護休業取得者	21.92866578599736	60～64歳	

介護休業取得者	13.474240422721268	65～69歳	

介護休業取得者	2.6420079260237781	70歳以上	





介護休業取得者	1.0568031704095113	





30歳未満	

介護休暇取得者	0.90252707581227432	30～39歳	

介護休暇取得者	10.469314079422382	40～44歳	

介護休暇取得者	10.830324909747292	45～49歳	

介護休暇取得者	12.815884476534295	50～54歳	

介護休暇取得者	21.299638989169676	55～59歳	

介護休暇取得者	23.826714801444044	60～64歳	

介護休暇取得者	14.079422382671481	65～69歳	

介護休暇取得者	3.790613718411552	70歳以上	





介護休暇取得者	1.6245487364620936	





30歳未満	

短時間勤務
制度利用者	2.3131672597864767	30～39歳	

短時間勤務
制度利用者	6.4056939501779357	40～44歳	

短時間勤務
制度利用者	8.7188612099644125	45～49歳	

短時間勤務
制度利用者	10.676156583629894	50～54歳	

短時間勤務
制度利用者	20.106761565836297	55～59歳	

短時間勤務
制度利用者	23.843416370106763	60～64歳	

短時間勤務
制度利用者	17.971530249110319	65～69歳	

短時間勤務
制度利用者	5.6939501779359425	70歳以上	





短時間勤務
制度利用者	4.6263345195729535	







介護休業

						介護をしている
雇用者 カイゴ コヨウシャ		介護休業
取得者 カイゴ キュウギョウ シュトクシャ

										女性 ジョセイ		男性 ダンセイ

		計 ケイ				100.0		3.2		2.9		3.5

								(100.0)		(52.8)		(47.2)

		年齢階級別 ネンレイ カイキュウベツ		30歳未満 サイ ミマン		100.0		1.5		1.3		1.8

								(100.0)		(50.0)		(50.0)

				30～39歳 サイ		100.0		3.6		3.9		3.1

								(100.0)		(61.6)		(38.4)

				40～44歳 サイ		100.0		3.3		3.1		3.6

								(100.0)		(55.6)		(44.4)

				45～49歳 サイ		100.0		4.5		4.1		5.2

								(100.0)		(55.3)		(44.7)

				50～54歳 サイ		100.0		3.9		3.5		4.5

								(100.0)		(56.4)		(43.6)

				55～59歳 サイ		100.0		3.1		2.6		3.8

								(100.0)		(48.2)		(51.8)

				60～64歳 サイ		100.0		2.4		2.1		2.9

								(100.0)		(43.1)		(56.9)

				65～69歳 サイ		100.0		1.4		1.8		1.0

								(100.0)		(65.0)		(35.0)

				70歳以上 サイ イジョウ		100.0		1.0		0.8		1.3

								(100.0)		(37.5)		(62.5)





介護休暇

						介護をしている
雇用者 カイゴ コヨウシャ		介護休暇
取得者 カイゴ キュウカ シュトクシャ

										女性 ジョセイ		男性 ダンセイ

		計 ケイ				100.0		2.3		2.2		2.5

								(100.0)		(54.2)		(45.8)

		年齢階級別 ネンレイ カイキュウベツ		30歳未満 サイ ミマン		100.0		0.5		0.6		0.5

								(100.0)		(60.0)		(40.0)

				30～39歳 サイ		100.0		2.8		2.5		3.2

								(100.0)		(50.0)		(50.0)

				40～44歳 サイ		100.0		3.2		2.6		4.0

								(100.0)		(48.3)		(51.7)

				45～49歳 サイ		100.0		2.4		2.2		2.7

								(100.0)		(56.3)		(43.7)

				50～54歳 サイ		100.0		2.6		2.5		2.7

								(100.0)		(61.0)		(39.0)

				55～59歳 サイ		100.0		2.5		2.2		2.9

								(100.0)		(50.0)		(50.0)

				60～64歳 サイ		100.0		1.9		1.9		1.9

								(100.0)		(51.3)		(48.7)

				65～69歳 サイ		100.0		1.5		2.1		0.9

								(100.0)		(71.4)		(28.6)

				70歳以上 サイ イジョウ		100.0		1.2		1.6		0.8

								(100.0)		(66.7)		(33.3)





短時間勤務

						介護をしている
雇用者 カイゴ コヨウシャ		介護短時間勤務利用者 カイゴ タンジカン キンム リヨウシャ

										女性 ジョセイ		男性 ダンセイ

		計 ケイ				100.0		2.3		3.1		1.4

								(100.0)		(74.6)		(25.4)

		年齢階級別 ネンレイ カイキュウベツ		30歳未満 サイ ミマン		100.0		1.4		2.1		0.5

								(100.0)		(84.6)		(15.4)

				30～39歳 サイ		100.0		1.8		2.7		0.6

								(100.0)		(86.1)		(13.9)

				40～44歳 サイ		100.0		2.6		3.1		1.8

								(100.0)		(71.4)		(28.6)

				45～49歳 サイ		100.0		2.0		2.6		1.2

								(100.0)		(76.7)		(23.3)

				50～54歳 サイ		100.0		2.5		3.2		1.3

								(100.0)		(80.5)		(19.5)

				55～59歳 サイ		100.0		2.5		3.4		1.4

								(100.0)		(76.9)		(23.1)

				60～64歳 サイ		100.0		2.4		3.1		1.7

								(100.0)		(65.3)		(34.7)

				65～69歳 サイ		100.0		2.3		2.5		2.1

								(100.0)		(56.3)		(43.8)

				70歳以上 サイ イジョウ		100.0		3.4		4.5		2.3

								(100.0)		(65.4)		(34.6)







要介護者と介護者の続柄の割合 

配偶者
の父 

配偶者の
母 

配偶者 子ども 
自分の

父 
自分の 

母 

同居かつ扶養要件を満たし
ている 

同居かつ扶養要件を満たして
いない 

自分の 
おじ・おば 

その他 
※１ 自分の 

祖父・祖母 
自分の 

兄弟・姉妹 
自分の 

祖父・祖母 
自分の 

兄弟・姉妹 

4.9% 11.6% 1.8% 0.2% 29.3% 34.5% 0.7% 0.1% 11.7％ 0.5% 2.3% 2.4% 

16.9% 
対象家族でない 

83.1% 
対象家族（※２） 

※１ ｢その他｣には、｢その他自分の親戚｣、｢配偶者の祖父・祖母｣、｢配偶者のおじ・おば｣、｢配偶者の兄弟・姉妹｣、｢その他の配偶者の親戚｣   
   が含まれる。 
※２ 「孫」を介護する割合は、調査票に項目がないため不明 

（参考）育児・介護休業法の対象家族 
○ 配偶者 父母、子、配偶者の父母 
○ これらの者に準ずる者として厚生労働省令で定めるもの（=同居し、かつ扶養している祖父母、兄弟姉妹、孫） 

ｎ＝1408 就業者における要介護者と介護者の続柄の割合 

資料出所：労働政策研究・研修機構（JILPT）「介護者の就業と離職に関する調査」（平成27年）結果から作成 
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○ 介護が必要な家族を抱える労働者が介護サービス等を十分に活用できるようにするため、介護休業
や柔軟な働き方の制度を様々に組み合わせて対応できるような制度の構築が必要。 

介護休業等の対象家族の範囲の拡大【省令事項】 
  同居・扶養していない祖父母、兄弟姉妹及び孫も追加。 
  （現行：配偶者、父母、子、配偶者の父母、同居かつ扶養している祖父母、兄弟姉妹及び孫）  

改正内容 現行 改正後 

１ 

介護休業（９３
日：介護の体制構
築のための休業）
の分割取得 

原則１回に限り、
９３日まで取得
可能 

取得回数の実績を踏まえ、介護の始期、終期、その間の期間にそれぞれ対
応するという観点から、対象家族１人につき通算９３日まで、３回を上限
として、介護休業の分割取得を可能とする。 

２ 
介護休業給付の給
付率の引上げ 

賃金の40% 67％に引上げを行う。 
 

３ 
介護休暇（年５
日）の取得単位の
柔軟化 

１日単位での取
得 

半日（所定労働時間の二分の一）単位の取得を可能とする。 
＜日常的な介護ニーズに対応＞ 
 

子の看護休暇と同様の制度 

４ 

介護のための所定
労働時間の短縮措
置等（選択的措置
義務） 

介護休業と通算
して９３日の範
囲内で取得可能 

介護休業とは別に、利用開始から３年の間で２回以上の利用を可能とする。 
＜日常的な介護ニーズに対応＞ 
事業主は以下のうちいずれかの措置を選択して講じなければならない。（措置内容は現
行と同じ）①所定労働時間の短縮措置（短時間勤務） ②フレックスタイム制度 ③始
業・終業時刻の繰上げ・繰下げ  ④労働者が利用する介護サービス費用の助成その他こ
れに準じる制度 

５ 

介護のための所定
外労働の免除（新
設） 

なし 介護終了までの期間について請求することのできる権利として新設する。 
＜日常的な介護ニーズに対応＞ 
・当該事業主に引き続き雇用された期間が１年未満の労働者等は、労使協定により除外できる。 
・１回の請求につき１月以上１年以内の期間で請求でき、事業の正常な運営を妨げる場合には
事業主は請求を拒否できる。 

改正内容【介護離職を防止し、仕事と介護の両立を可能とするための制度の整備】 

仕事と介護の両立支援制度の見直し 
改正の趣旨 
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要介護状態 
（制度利用の申出が
可能な状態） 

介護終了 
（対象家族
の死亡） 

介護休業（申出から９３日） 

家族を介護する労働者に関して、介護休業制度又は週若しくは月の所定労働時間の短縮等の措置に準じて、 
その介護を必要とする時間、回数等に配慮した必要な措置を講ずる努力義務 

    ：現行制度 

    ：努力義務 

    ：改正部分 

                  介護休暇 
        （対象家族１人につき年５日、２人以上の場合に１０日付与される） 

時間外労働・深夜業の制限 

所定外労働の免除 

半日単位の取得（所定労働時間の２分の１）     

介護休業 
② 

介護休業 
③ 

介護休業①＋②＋③ ＝９３日 

※ 要介護状態にある対象家族ごとに以下の制度が利用可能 

 

選択的措置義務 
 
 

★と措置内容は同様（いずれか一つを事業主が選択して措置） 
 

①週又は月の所定労働時間の短縮措置（短時間勤務） 
②フレックスタイム制度 
③始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ（時差出勤の制度） 
④介護サービスを利用する場合、労働者が負担する費用を助成する制度その他
これに準ずる制度 

選択的措置義務★ 
（介護休業をしない期間利用可能） 

３年間の間で少なくとも２回以上利用が可能 

９３日間 

介護休業 
① 

仕事と介護の両立支援制度（改正法イメージ） 
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〇 改正に関する経過措置規定はない 
⇒改正後の要件を満たしている場合には介護休業の取得が可能 
 

〇 改正後、介護休業が取れなくなる場合は次の２つ 
① 当該対象家族について３回の介護休業をした場合 
② 当該対象家族について介護休業をした日数が９３日に達している場合 

概 要 

介護休業 

パターン１ パターン２ 

パターン３ 
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施行日 

介護休業 介護休業 介護休業 介護休業 

９３日間 施行日 

介護休業 

介護休業  

施行日 

介護休業 介護休業 介護休業 介護休業 

パターン４ 

施行日 

介護休業 介護休業 介護休業 

※ 介護休業の合計が９３日未満の場合 

※ 介護休業の合計が９３日未満の場合 
※ 再び要介護状態となったため、現行制度による再取得をした事例 
※ 介護休業の合計が９３日未満の場合  

介護休業の経過措置について 



 

〇 労使協定で１日の所定労働時間の２分の１以外の時間数を「半日」とすることができる 
 
 
 
 
 

 

〇 労使協定で定める事項は３点 
• 対象となる労働者の範囲（例：「勤務時間帯Ａの従業員を対象とする」など） 
• 取得の単位となる時間数（※） （例：「始業時刻から３時間又は終業時刻まで５時間とする」など） 
 ※１日の所定労働時間に満たないものに限ります 
• 休暇１日当たりの時間数（※）（例：「１日は８時間とする」など） 
 ※１日の所定労働時間を下回ることはできません 

 

〇 労働者は半日（１日の所定労働時間の２分の１）の単位で子の看護休暇が取得できる 

労使協定 

原 則 

子の看護休暇・介護休暇の半日単位取得 

9:00 12:00 13:00 17:45 

午前休（３時間） 午後休（４時間４５分） 

8:00 12:00 13:00 17:00 

午前休（４時間） 午後休（４時間） 
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第２ 事業主が講ずべき措置の適切かつ有効な実施を図るための指針となるべき事項 
 ２ 法第１６条の２の規定による子の看護休暇及び法第１６条の５の規定による介護休暇に 
  関する事項 
 (１)・(２) （略） 
 (３) 法第１６条の３第２項及び第１６条の６第２項の規定により、労使協定の締結により 
   厚生労働省令で定める一日未満の単位での子の看護休暇又は介護休暇の取得ができない 
   こととなる「業務の性質又は業務の実施体制に照らして、厚生労働省令で定める一日未 
   満の単位で取得することが困難と認められる業務」とは、例えば、次に掲げるものが該 
   当する場合があること。なお、次に掲げる業務は例示であり、これらの業務以外は困難 
   と認められる業務に該当しないものではなく、また、これらの業務であれば困難と認め 
   られる業務に該当するものではないこと。 
  イ 国際路線等に就航する航空機において従事する客室乗務員等の業務等であって、所定 
   労働時間の途中まで又は途中から子の看護休暇又は介護休暇を取得させることが困難な 
   業務 
  ロ 長時間の移動を要する遠隔地で行う業務であって、半日単位の子の看護休暇又は介護 
   休暇を取得した後の勤務時間又は取得する前の勤務時間では処理することが困難な業務 
  ハ 流れ作業方式や交替制勤務による業務であって、半日単位で子の看護休暇又は介護休 
   暇を取得する者を勤務体制に組み込むことによって業務を遂行することが困難な業務 

子の看護休暇・介護休暇の半日単位取得が困難な業務 

子の養育又は家族介護を行い、又は行うこととなる労働者の職業生活と家庭生活との両立が
図られるようにするために事業主が講ずべき措置に関する指針 
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  「常時介護を必要とする状態」とは、以下の（１）または（２）のいずれかに該当する場合であること。 
     （１）介護保険制度の要介護状態区分において要介護２以上であること。 
     （２）状態①～⑫のうち、２が２つ以上または３が１つ以上該当し、かつ、その状態が継続すると認められること。 
               状態 
項目 

１ 
（注１） 

２ 
（注２） ３ 

①座位保持（１０分間一人で座っている
ことができる） 自分で可  支えてもらえればできる （注３） できない 

②歩行（立ち止まらず、座り込まずに５ｍ
程度歩くことができる） 

つかまらないでで
きる 何かにつかまればできる できない 

③移乗（ベッドと車いす、車いすと便座の
間を移るなどの乗り移りの動作） 自分で可 一部介助、見守り等が必要 全面的介助が必要 

④水分・食事摂取（注４） 自分で可 一部介助、見守り等が必要 全面的介助が必要 

⑤排泄 自分で可 一部介助、見守り等が必要 全面的介助が必要 

⑥衣類の着脱 自分で可 一部介助、見守り等が必要 全面的介助が必要 

⑦意思の伝達 できる ときどきできない できない 

⑧外出すると戻れない ない ときどきある ほとんど毎回ある 

⑨物を壊したり衣類を破くことがある ない ときどきある ほとんど毎日ある（注
５） 

⑩周囲の者が何らかの対応をとらなけ
ればならないほどの物忘れがある ない ときどきある ほとんど毎日ある 

⑪薬の内服 自分で可 一部介助、見守り等が必要 全面的介助が必要 

⑫日常の意思決定（注６） できる 本人に関する重要な意思決定はできない
（注７） ほとんどできない 

※介護休業は２週間以上の期間にわたり常時介護を必要とする状態にある対象家族を介護するための休業で、 
  常時介護を必要とする状態については、以下の表を参照しつつ、判断することとなる。 

常時介護を必要とする状態に関する判断基準 
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（注１）各項目の１の状態中、「自分で可」には、福祉用具を使ったり、自分の手で支えて自分でできる場合も含む。 
（注２）各項目の２の状態中、「見守り等」とは、常時の付き添いの必要がある「見守り」や、認知症高齢者等の場合に必要な行

為の「確認」、「指示」、「声かけ」等のことである。 
（注３）「①座位保持」の「支えてもらえればできる」には背もたれがあれば一人で座っていることができる場合も含む。 
（注４）「④水分・食事摂取」の「見守り等」には動作を見守ることや、摂取する量の過小・過多の判断を支援する声かけを含む。 
（注５） ⑨３の状態（「物を壊したり衣類を破くことがほとんど毎日ある」）には「自分や他人を傷つけることがときどきある」状態を

含む。 
（注６）「⑫日常の意思決定｣とは毎日の暮らしにおける活動に関して意思決定ができる能力をいう。 
（注７）慣れ親しんだ日常生活に関する事項（見たいテレビ番組やその日の献立等）に関する意思決定はできるが、本人に関す

る重要な決定への合意等（ケアプランの作成への参加、治療方針への合意等）には、指示や支援を必要とすることをいう。 

常時介護を必要とする状態に関する判断基準 
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＜従業員用＞ 
 「実態把握調査票」 

「介護離職を予防するための両立支援対応モデル」 

＜人事用＞ 
 「『仕事と介護の両立支援制度』

を周知しよう」チェックリスト 

＜人事用＞ 
 社内研修 ： 「仕事と介護の
両立セミナー」テキスト 

＜従業員用＞ 
 「研修実施後のフォローアップ調査
票」 

＜従業員用＞ 
 「仕事と介護の両立準備ガイド」 
              リーフレット 

＜従業員用＞ 
 「親が元気なうちから把握しておく
べきこと」チェックリスト 

＜人事・管理職用＞ 
 「従業員から介護に関する相談を
受けた際に対応すべきこと」 

              チェックリスト 

＜従業員用＞ 
 「ケアマネジャーに相談する際に
確認しておくべきこと」 

              チェックリスト 
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＜管理職用＞ 
 「働き方の工夫を考えよう」 
              チェックリスト 


